
本県の職業能⼒開発の
現状と課題
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資料編 経済・産業動向 雇用情勢人口推移

１ 人口の推移

山梨県の総人口の推移と将来推計

職業能力開発の状況

●本県の将来の人口は、減少傾向が続いていくことは避けられない状況です。
・総人口 809,974人（2020年） ⇒ 53.7万人（2060年推計） ⇒ 30.1万人（2100年推計）
・生産年齢人口 467,443人（2020年） ⇒ 26.6万人（2060年推計） ⇒ 14.7万人（2100年推計）
・年少人口 92,723人（2020年） ⇒ 4.8万人（2060年推計） ⇒ 2.7万人（2100年推計）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計」（令和５年推計）を参考に山梨県が推計

技能振興の状況

生産年齢人口は減少の一途をたどっていきます。
労働者の確保や生産性の向上が
求められます。

P1山梨県人口ビジョン2.0 より
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２ 経済・産業動向

職業能力開発の状況技能振興の状況

・2023年度における山梨県の一人当たり県民所得は、前年度比3.8%減の325.9万円で、3年ぶりの減少となっています。

・2023年度における山梨県の県内総生産（名目GDPの県内分）は、前年度比1.9%減の3兆6,789億円で、4年ぶりの減少となっています。

（１）県内総生産（名目）及び一人当たりの県民所得

P2

山梨県 令和５年度県民経済計算年報より 山梨県 令和５年度県民経済計算年報より

［千円］ ［億円］
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２ 経済・産業動向

職業能力開発の状況技能振興の状況

（２）県内及び国内総生産の産業別構成比

2022年度の山梨県の名目県内総生産（経済活動別）に占める割合は、製造業が最も大きく31.8%となっています。また、2022年度の名目
国内総生産（経済活動別）では、製造業は21.2%となっており、山梨県では、総生産に占める製造業の割合が全国と比較して10ポイント以
上高くなっています。

製造業が県内総生産の３割を占め、従
業者数も最も多く、本県の基幹産業と
なっています。

ものづくり人材の確保・育成が求められます。

P3

2022年度 経済活動別県内総生産（産業計）の経済活動別内訳 2022年度 経済活動別国内総生産（産業計）の経済活動別内訳

内閣府 経済社会総合研究所 経済活動別県内総生産（名目）より山梨県 令和５年度県民経済計算年報より
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２ 経済・産業動向

職業能力開発の状況技能振興の状況

・事業所数では、「卸売業、小売業」が9,216（全産業の22.6%）と最も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」が5,663（同13.9%）、「建設業」が
4,170（同10.2%）、「製造業」が4,091(同10.0%)となっています。

・従業者数では、「製造業」が77,913人（全産業の21.3%）と最も多く、次いで「卸売業、小売業」が69,692人（同19.0%）、「医療、福祉」が48,887
人（同13.3%）となっています。

（３）主な産業大分類別 事業所数・従業者数

P4

産業大分類別 事業所数・従業者数等

山梨県 令和3年経済センサス-活動調査（確報）
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況技能振興の状況

本県の年度平均の有効求人倍率は、 H27年
度以降、１倍以上で推移しています。

雇用対策として、働き方改革による労働環境
整備、生産性向上の推進等企業側の体制整備
とともに、女性、若者、高齢者、障害者の活躍
促進や基幹産業の人材確保対策として人材育
成、Uターン・Iターン就職促進などを進めており、
有効求人倍率はR2年の1.01倍を底に1倍以上
を維持、R6年以降は、再び全国を上回り改善
傾向となっています。

産業別新規求人数では、昨今の人手不足も
背景に製造業や医療、福祉などが多く、また、
職業別求人・求職状況では、介護サービスで
有効求人数と有効求職者数の差が最も大きい
状況が継続しています。

（１）有効求人倍率の推移

山梨労働局 山梨県の労働市場の動き（令和８年２月）

製造業への求人が多く、ものづくり分野への
職業訓練の強化が求められます。

有効求人倍率は全国を上回り、雇用情
勢は改善傾向にあります。

P5



【山梨局計】
2026年2月度

管理的職業
製造技術

(開発)
製造技術

(開発以外)
建築・土木

等技術
情報処理・
通信技術

その他の
技術

医師等、
薬剤師

看護師等 医療技術者
その他の
保健医療

社会福祉
専門

デザイナー
等

その他の専
門職

有効求人 41 187 90 419 161 19 42 641 241 76 830 32 480
有効求職 30 72 98 72 157 9 21 282 76 74 323 117 271
求人倍率 1.37 2.60 0.92 5.82 1.03 2.11 2.00 2.27 3.17 1.03 2.57 0.27 1.77
うちパート求人 5 2 4 13 1 1 17 275 73 22 360 9 324

一般事務 会計事務
生産関連

事務
営業・販売

事務
外勤事務

運輸・郵便
事務

事務用機器
操作

有効求人 1,158 150 148 113 3 78 12
有効求職 2,652 116 135 86 3 16 130
求人倍率 0.44 1.29 1.10 1.31 1.00 4.88 0.09
うちパート求人 658 46 25 30 2 45 8

商品販売 販売類似 営業
家庭生活支
援サービス

介護サービ
ス

保険医療
サービス

生活衛生
サービス

飲食物調理 接客・給仕 ビル等管理
その他の
サービス

有効求人 896 74 380 11 1,173 120 151 585 711 14 221
有効求職 446 19 199 2 380 30 67 390 447 32 165
求人倍率 2.01 3.89 1.91 5.50 3.09 4.00 2.25 1.50 1.59 0.44 1.34
うちパート求人 580 60 8 11 535 50 72 353 472 7 166

保安 農林漁業 鉄道運転 自動車運転
船舶・航空

機運転
その他の

輸送
定置・建設
機械運転

有効求人 331 230 0 740 2 17 116
有効求職 146 327 0 297 1 64 66
求人倍率 2.27 0.70 ー 2.49 2.00 0.27 1.76
うちパート求人 75 136 0 179 0 3 18

金属関連の
設備制御

金属以外の
設備制御

機械組立
設備制御

金属加工、
溶接等

金属以外の
製造・加工

機械組立
機械整備・

修理
金属関連
製品検査

金属以外
製品検査

機械検査
生産関連・

類似

有効求人 27 87 39 498 521 442 231 50 106 57 73
有効求職 49 46 50 212 371 468 94 66 44 53 155
求人倍率 0.55 1.89 0.78 2.35 1.40 0.94 2.46 0.76 2.41 1.08 0.47
うちパート求人 6 10 0 41 207 130 23 15 44 23 7

建設躯体
工事

躯体工事
以外建設

電気工事 土木 採掘 運搬 清掃 包装
その他の

労務

有効求人 85 123 153 340 5 400 368 54 350
有効求職 24 39 49 51 2 446 469 100 890
求人倍率 3.54 3.15 3.12 6.67 2.50 0.90 0.78 0.54 0.39
うちパート求人 2 7 3 28 0 129 302 30 253
※ハロワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で
   求職登録した求職者数や求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数が含まれている。
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況技能振興の状況

P6

産業別新規求人数の推移

山梨労働局 山梨県の労働市場の動き等（令和８年２月）

職業別求人・求職状況
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況技能振興の状況

「会社などの役員を除く雇用者」に占める「非正規の職員・従業員の割合」は、38.5%となっており、平成29年の40.8%から2.3ポイント低下
しています。

また、全国の36.9%と比べ、1.6ポイント上回っています。

（２）非正規雇用労働者割合の推移

本県では、非正規職員の割合が
減少傾向にあるものの、全国に
比べ高い状況が続いています。

職業訓練によるキャリアアップを促進し、
正規職員化が求められます。

P7
（総務省の統計を基に山梨県作成）

令和4年就業構造基本調査結果の概要
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況技能振興の状況

●有業者・無業者
令和４年の本県の女性の有業者は、197,200人となっ

ており、平成29年に比べ2,600人の増加となっています。
女性の無業者は、166,600人となっており、平成29年に
比べ11,000人の減少となっています。

●有業率
女性の有業率は54.2%となっており、平成29年に比べ1.9

ポイントの上昇となっています。

●年齢階層別の女性の有業率
令和４年における本県の女性の有業率は、結婚、出産や

育児等のため一旦離職することにより低下するいわゆるＭ
字型カーブとなっており、29歳までは全国より有業率は低い
ですが、30歳以降は全国を上回っています。

（３）女性の就業状況

P8
令和4年就業構造基本調査（総務省統計局）より

女性の就業意欲に対応

した職業訓練の実施が求
められます。

令和4年山梨県就業構造基本調査の概要より

本県の女性の有業者は
増加傾向にあります。
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況技能振興の状況

（４）若者の就業状況

P9

●新規大学等卒業者及び新規高等学校卒業者の就職内定率

・令和７年６月１日現在における令和７年３月県内大学等新規卒業者の就職内定率は98.0％で前年同期 （97.9％）に比べ 0.1 ポイント上
昇し、近年上昇傾向にあります。

・令和８年３月末現在における令和８年３月新規高等学校卒業者の就職内定率は98.7％で前年同期（98.1％）に比べ 0.6ポイント上昇し、
近年横ばいで推移しています。

「令和８年３月新規高等学校卒業者の就職内定状況（令和８年３月末現在）」（山梨労働局）「令和7年3月新規大学等卒業者の就職内定状況（令和7年6月1日現在）」（山梨労働局）

新規学卒者の就職内定率は近年、高水準で推移しています。
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況技能振興の状況

（５）障害者の就業状況

●雇用されている障害者数、実雇用率の推移

・令和７年の民間企業（40人以上規模の企業：法定雇用2.5%）
に雇用されている障害者の数は2,268.0人で、前年より0.7ポ
イント（15.5人）減少しましたが、過去２番目に多い人数と
なっています。

・雇用者のうち、身体障害者は1,251.5人（対前年比0.8ポイン
ト増加）、知的障害者は506.5人（同1.2ポイント増加）、精神
障害者は510.0人（同5.8ポイント減少）となっています。

P10

令和７年の 「障害者雇用状況」 集計結果 厚生労働省山梨労働局
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況技能振興の状況

（５）障害者の就業状況

●民間と地方公共団体の障害者雇用の比較

・令和7年の民間の実雇用率は2.28%（前年は2.37%）と全国と
比較して0.13ポイント低い状況ですが、法定雇用率達成企
業の割合は54.5%（前年は57.4%）と全国と比較して8.5ポイント
高くなっています。

・地方公共団体の実雇用率は2.90%(前年は2.91%)と全国と
比較して0.14ポイント高く、法定雇用率達成割合は82.9%
(前年は83.3%)と全国と比較して12.2ポイント高くなってい
ます。

本県は、全国に比べ民間の
雇用率が低い状況にあります。

山梨労働局等の関係機関と
連携した取り組みが求められます。

P11

厚生労働省 令和７年 障害者雇用状況の集計結果

（ ）は法定雇用率

⼭梨県の障害者雇⽤の現状 （令和７年）
⺠間（2.5%）と地方公共団体（2.8%）の障害者雇⽤の比較

①⺠間の雇⽤率 ②地方公共団体の雇⽤率

③⺠間の達成割合 ④地方公共団体の達成割合
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況技能振興の状況

●65歳以上の有業率

令和4年の本県の65歳以上の有業率は、30.7%となっており、平成
29年に比べ、0.4ポイント上昇しています。

男女別では、男性は41.3%、女性は22.2%となっており、平成29年に
比べ、男性は0.3ポイント低下、女性は0.6ポイント上昇しています。

都道府県別順位は、総数では全国2位、男女別では、男性が1位、
女性が3位となっています。

（６）高齢者の就業状況

本県は、高齢者の有業率が全国でもトップ
クラスです。

P12

（総務省の統計を基に山梨県作成）

令和５年高年齢者雇用状況等報告（山梨労働局）

●60歳以上の常用労働者

本県の31人以上規模の企業における、60歳以上の常用労働者数
は令和5年に21,240人で、平成21年と比較すると、12,553人（144.5％）
増加しています。

令和4年就業構造基本調査結果の概要
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３ 雇用情勢

職業能力開発の状況技能振興の状況

（７）外国人労働者の状況

●産業別・事業所規模別にみた外国人雇用事業所の
特性

・産業別では「製造業」が24.7%を占め、次いで「卸売
業、小売業」が16.5%、「宿泊業、飲食サービス業」が
16.0%、「建設業」が12.6%となっています。

・事業所規模別では「30人未満」の事業所が最も多く、
事業所全体の66.6%を占めています。

P13

図５ 事業所規模別外国人雇用事業所の割合図４ 産業別外国人雇用事業所の割合

山梨労働局 外国人雇用状況 令和7年10月末時点

●外国人労働者雇用事業所数及び外国人労働者数

令和７年10月末時点で外国人労働者を雇用している
事業所数は2,263か所であり、外国人労働者数は
13,732人でした。

前年の令和６年10月末時点の2,092か所、12,462人と
比べて、171か所(8.2%)の増加、1,270人(10.2%)の増加
であり、事業所数、労働者数ともに過去最多を更新し
ています。

山梨労働局 山梨県内の「外国人雇用状況」について（令和7年10月末時点）

外国人の雇用ニーズは製造業を中
心に高まっています。
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４ 技能振興の状況

職業能力開発の状況技能振興の状況

技能検定の受検状況

P14

●技能検定の申請者数及び合格者数

・技能検定制度は、働く上で身につける又は必要とさ
れる技能のレベルを評価する国家検定制度であり、
労働者のキャリア開発の目標設定・動機付けとして
機能することにより、労働者の主体的な能力の向上
にも資するものです。

・令和７年度の技能検定の受検申請者数は1,412人、
合格者は764人となっており、令和2年度に新型コロ
ナウイルス感染症の影響により大幅に減少しました
が、その後持ち直し、近年はほぼ横ばいで推移して
います。

技能検定実施結果報告書（山梨県職業能力開発協会）より

技能検定の申請者・合格者は近年
横ばいで推移しています。
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５ 職業能力開発の状況

職業能力開発の状況技能振興の状況

公共職業訓練機関

本県には、公共職業訓練機関が、県立職業能力開発短期大学校（産業技術短期大学校 塩山キャンパス（本校）・都留キャンパス（分校））
が1校、県立職業能力開発校（峡南高等技術専門校、就業支援センター）が2校、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構立職業能力
開発促進センター（ポリテクセンター山梨）が１支部、山梨県職業能力開発協会が１協会あり、学卒者をはじめ、求職者や在職者等を対象に
各種職業訓練を実施しています。

甲州市塩山上於曽1308

富士川町青柳町3492

山梨県内の公共職業訓練機関の配置

ポリテクセンター山梨

山梨県立峡南高等技術専門校

山梨県立産業技術短期大学校 （塩山キャンパス）

山梨県立就業支援センター

山梨県立産業技術短期大学校 （都留キャンパス）

訓練科名 定員

２５

２０

自動車整備科

電気システム科

訓練科名 定員

１５

１５

生産技術科

電子技術科

訓練科名 定員

２０

３０

生産技術科

電子技術科

２０

３０

観光ビジネス科

情報技術科

甲府市中小河原町403-1

甲府市塩部4-5-28

甲府市

富士川町

甲州市

都留市

都留市上谷5-7-35

P15

山梨県職業能力開発協会
甲府市大津町2130-2


